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平成１５年度事業報告 

 
社団

法人東京都自動車整備振興会 

 平成１５年度の我が国経済は、経済再生に向けた構造改革や金融安定化施策の

効果により、後半には安定した株価の推移など景気改善の兆しが見受けられたが、

依然として厳しい雇用情勢や個人消費の低迷、円高懸念などの状況が続いた。 

 自動車整備業界は、ディーゼル車規制などの環境問題、平成１７年１月施行の

自動車リサイクル法、自動車保有関係手続きのワンストップサービスへの対応等喫

緊の課題を抱えている。こうした中に、平成１５年１２月、政府の総合規制改革

会議は、自動車検査制度等の見直しについて「車検有効期間の延長を判断するた

めの調査を平成１６年度中に取りまとめ、その結果に基づき速やかに所要の措置

を講ずる」とした最終答申を提出した。 

 本会は、このような情勢のもと、我が国クルマ社会の健全な発展を図るため、

自動車の安全確保と公害の防止はもとより、社会的使命である環境保全を念頭に

自動車整備事業の振興を基本理念として「中期３カ年事業計画」を策定、本年度

はその初年度と位置付けした事業展開に取組んだ。 

 中期３カ年事業計画では平成１７年度を目標に、①事業分野を「教育事業」と

「情報サービス」に特化、②ユーザー向け「広報宣伝事業」を強化、③「オアシス

事業場の普及」と「相談指導事業の事務局体制再編」の３つの大きな柱を基本方向

とした。 

 平成１５年通常総会において、公益法人の「標準モデル定款」に準拠した定款改

正が承認され、関東運輸局より平成１５年６月２６日付けで認可を受けた。定款

改正で正会員は支部加入を規定し、合わせて入会金会費規程を改め、新たに会員に

関する事項を加えた「会員規約」を制定した。更に、ブロック支部運営規則を一部

改正し、従来の地域支部に加え業態支部を創設、二輪自動車の整備を主とする正会

員で構成する「二輪自動車支部」を平成１６年１月に発足させた。また、支部組織

運営の効率化を目指して千代田、中央、港の三支部が合併、新｢中央支部｣が設立さ

れた。 

 教育事業の拡充にあたっては、教育会館に設置した最新鋭機器の有効活用に努

め、高度診断機器活用講習会をはじめ、高度化する整備技術取得の講習会を開催

した。整備士講習では「一級小型自動車整備士講習」を開講し、３２名の講習課

程修了者をみた。また、従来の支部毎マイカー点検教室に加え、教育会館施設を

利用した体験型「マイカー点検教室」を通年開催とし、点検整備の普及に努めた。

更に、小中学生向け課外授業の実施、ユーザー向け技術講座の開拓等に取り組ん

だ。 

 整備技術向上をアピールする第１４回「全日本自動車整備技能競技大会」には、

東京大会優勝者・準優勝者２名が出場した。両選手は日頃の技術研鑽を十分に発

揮し、全国総合賞第５位、アドバイザー賞では優勝という輝かしい成績を挙げた。 
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 情報サービス事業では、会員事業場におけるＩＴ化の推進が重要課題であるこ

とから、会員事業場のパソコン所有状況及びインターネット利用度に関するパソコ

ン普及状況等アンケート調査を実施し、会員が希望する情報等を把握して情報提供

サービスの充実とＩＴ化普及に取り組んだ。また、「パソコン活用講座」を延べ２

５回開催したほか、支部推薦のＩＴアドバイザーの協力を得て、「支部主催パソ

コン教室」の開催にあたった。 

振興会商工組合のホームページであるTOSSNETは、「技術相談の事例」、「検定・

登録試験の問題解答の掲載及び合格発表」等、迅速な情報提供に努めると共に

「とす・メールマガジン」の更なる充実を図った。 

 ユーザー向け「広報宣伝事業」の展開には、平成１５年６月より「てんけんくん

ラッピングバス」３台を都内に走行させ、GOODマークステッカーを活用しての点検

整備付車検の訴えと会員事業場への自動車ユーザー誘導化を図る広告活動を実施し

た。また、日本経済新聞に「点検整備の重要性」「ユーザーの自己管理責任」を訴

えた広告記事を掲載すると共に、ラジオを利用した整備業界のイメージアップと

「自動車点検整備促進キャンペーン」「不正改造車排除運動」「環境保全対策」等に

マスメディアを活用してのパブリシティー活動を展開した。一方、整備事業振興の

ための要望、陳情活動を法規税制事業として関係機関等に意見具申した。 

 整備事業の健全化に、近年、多発する指定自動車整備事業に係る不正行為の防止

の再徹底を図るべく、平成１５年１２月９日、九段会館で1，530名の参加者を得て

「事業者大会」を開催、指定整備事業の信頼回復に努めた。 

 オアシス事業場の普及促進には、日整連で取りまとめた「自動車整備業のビ

ジョン～２１世紀への挑戦～」の実践に向けて、商工組合と共同して目指すべき事

業場への啓蒙活動に取り組んだ。 

 平成１７年１月から施行される自動車リサイクル法への対応としては、リサイ

クル料金の預託、電子マニフェスト制度等の周知、並びに本会におけるリサイク

ル関連預託業務受託体制の整備に努めている。 

 「TOSS業務統合システム」は、平成１６年１月よりインターネットや携帯電話

からの車検予約受付を本格稼動させ、ＩＣカード会員証による会員非会員の識別

を図り、４月からの用紙類等窓口販売管理システム、更には、平成１６年度にお

ける各種研修講習のインターネット予約受付システムの稼動に会員メリットを強

調すべく取組んでいる。また、平成１７年導入のワンストップサービス対応に、

本会が電子申請において重要な役割を担う「特定認証局」取得に向けて、関東ブ

ロック各県と連携してシステム構築に取り組んでいる。 

事務局組織運営においては、商工組合と相互の業務委託契約を継続して業務の合

理化及び事業区分の明確化を図り、組織のスリム化と経費削減に努めた。 

 以下、平成１５年度事業計画の重点推進事項の推進状況をご報告する。これら

振興会事業の推進にあたり関係各位から頂いたご指導ご協力に深く感謝申し上げ

る次第である。 
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平成１５年度重点推進事項の推進状況 

【注】｢*｣印は本年度新規事業、 ｢□ ｣印は商工組合との共同事業を示す。 

   ｢■｣印は商工組合との共同事業の内、振興会が主管する事業を示す。 

 重点推進事項 推進状況 

 

１．「教育事業」と「情報サービス」への特化 
[1]教育事業の強化 

(1)＊一級自動車整備士講習の開講 1年間に亘る講習。受講者数32名、修了者数32名。 

(2)全日本自動車整備技能競技大会への参加 全国総合賞第5位入賞、ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ賞第1位。 

(3)＊故障診断等の再訓練教育 高度診断機器活用講習会を開催。 

(4)＊ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ(ﾄｽﾈｯﾄ)による技術相談事例提供 ﾄｽﾈｯﾄによる技術相談事例を提供。 

(5)技術資料室ｻｰﾋﾞｽ向上 資料の拡大充実、迅速な応対の推進。 

(6)マイカー点検教室の通年開催 教育会館施設を活用しﾕｰｻﾞｰ向け点検教室を開催。 

(7)＊小中学生向け課外授業 近隣小学校に課外授業を提案。ｶﾘｷｭﾗﾑの構築。 

 

(8)整備主任者技術研修のシェア拡大 多摩施設の活用、講習内容の充実によるｼｪｱ拡大。 

[2]情報サービスの強化 

(1)＊□会員事業場のﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ作成ｻｰﾋﾞｽ協力支援 ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ等を通じ会員事業場のﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ作成支援。 

(2)＊□ﾊﾟｿｺﾝ普及状況の調査 会員事業場のﾊﾟｿｺﾝ所有状況、ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ利用状況等を

調査。 

 

(3)■ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ（ﾄｽﾈｯﾄ）による情報提供 新たに試験合格発表、よくある技術相談事例等掲

載。 

 

２．ユーザー向け「広報宣伝事業」の強化 
 (1)＊■バスラッピング広告の実施 都内3ヶ所をてんけんくんラッピングバスが走行。 

 

３. 「オアシス事業場の普及」と「相談指導事業」の再編 
[1]「オアシス事業場」の普及と「会員へのアシスト事業」強化 

(1)□「オアシス事業場」の普及 「自動車整備業のビジョン～２１世紀への挑戦～」

の普及促進。 

(2)■東京都ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ車規制への対応 東京都環境局の支援を受け講習会及びＰＲを実施。 

(3)ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ黒煙低減装置・ｽﾋﾟｰﾄﾞﾘﾐｯﾀｰの情報提

供 

規制に向け関係方面の協力を得て講習会等を実施。 

(4)＊□排ガス測定器の自主校正化 集合校正から巡回校正へ移行。 

(5)＊認証指定指導業務の有料化 指導業務強化を目的に平成15年度より実施。 

(6)＊リサイクル法の施行に伴う使用過程車のリ

サイクル券発行支援 

支所施設の見直しによる、リサイクル券発券機の設

置検討。 

 

(7)騒音計の移動検定 日本品質保証機構の協力を得て実施。 

[2]ワンストップサービスへの対応 

(1)＊□ワンストップサービスへの対応 ﾜﾝｽﾄｯﾌﾟｻｰﾋﾞｽへのスムーズな移行の為、調査検討。 

(2)＊車検予約等の新システム導入 携帯電話、ｲﾝﾀｰﾈｯﾄを利用した新予約ｼｽﾃﾑの稼動。 

 

(3)＊電子認証機関の取得とサービス提供検討 関東ブロック各県と連携しｼｽﾃﾑ構築を推進。 

[3]会員メリットの強調 

(1)□受講料等の員外料金の設定 各種講習会の員外価格設定による会員ﾒﾘｯﾄの強調。 

(2)＊□会報誌の員外販売 整備inTOKYO、いんふぉめーしょんの会員外販売の実施。 

 

(3)＊□会員ＩＣカードの導入 会員非会員の区分を明確化した。 

 

４.事業基盤の強化 
(1)＊定款変更に伴う「ブロック・支部運営規則」

「入会金及び会費規程」「会員規程」等の見直

し検討 

会員種別を明確化した会員規約、業態支部を創設し

たブロック支部運営規程をそれぞれ制定した。 

(2)□支部組織の統合再編の推進 千代田、中央、港支部が合併し、新中央支部が発

足。 

(3)＊□二輪車工場、自家工場を対象とした「業

態支部」の設置 

平成16年1月に「二輪自動車支部」創立総会。 

(4)公益法人制度見直しに伴う会費のあり方研究 会費納付方法の検討。 

(5)＊□一般管理費の削減 組織のｽﾘﾑ化、業務の効率化による経費削減の実施。

 

(6)＊□総人件費の抑制 組織のｽﾘﾑ化、業務の効率化による経費削減の実施。
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中期３カ年計画事業推進状況 
丸数字は平成 15年度事業計画を示す。 

「□」は平成 16年度事業計画案を示す。 

「■」は平成 17年度目標事業を示す。 

１． 「教育事業」と「情報サービス」への特化 
項目 重点推進事項 １５年度 １６年度 １７年度 

(1)特化を目指し

た教育事業の拡

充 

 

 

＊教育会館施設

活用による個別

技術支援 

①一級自動車整備士講習の開講 

②全日本自動車整備技能競技大会への参加 

③故障診断等の再訓練教育 

④ホームページ(ﾄｽﾈｯﾄ)による技術相談事例提供 

⑤技術資料室のサービス向上 

⑥整備主任者技術研修のシェア拡大 

□技術資料室の見直しとサービス向上 

□次世代自動車の整備技術支援体制の確立 

□自動車整備技能競技東京大会(日整連方式)の開催 

■パソコン教室の本格稼動拡充 

実施 

実施 

実施 

実施 

実施 

実施 

研究 

研究 

研究 

実施 

 → 

― 

 → 

 → 

 → 

 → 

実施 

実施 

実施 

 → 

 → 

実施 

 → 

 → 

 → 

 → 

 → 

 → 

― 

拡充 

(2)ユーザー向け

教育事業 

①マイカー点検教室の通年開催 

②小中学生向け課外授業の実施 

□ユーザー向け「技術講座」の開拓 

実施 

実施 

研究 

 → 

 → 

実施 

 → 

 → 

 → 

(３) 特化を目指

した情報サービ

スの拡充と強化 

＊トスネットに

よる情報提供 

①会員事業場のホームページ作成サービス協力支援 

②パソコン普及状況の調査 

③ホームページ(ﾄｽﾈｯﾄ)による情報提供 

□トスネットによる講習研修、車検予約等の受付 

□整備主任者研修、自動車検査員研修等のｲﾝﾀｰﾈｯﾄによる受付 

実施 

実施 

実施 

実施 

研究 

 → 

― 

 → 

 → 

実施 

 → 

― 

 → 

 → 

 → 

 

 
２． ユーザー向け「広報宣伝事業」の強化 

項目 内容 １５年度 １６年度 １７年度 

(1)ﾕｰｻﾞｰ向け広

報宣伝事業の実

施 

①バスラッピング広告の実施 実施 拡充 拡充 

(2)法規税制事業

の強化 

□車検期間延長に対応したデータ収集・分析 
□広報活動の拡充 
□早朝研修会の開催 
■規制緩和による点検整備軽視風潮への対応 

研究 

実施 

研究 

研究 

 → 

拡充 

実施 

実施 

 → 

 → 

 → 

 → 

 

３． オアシス事業場の普及と相談指導事業の拡充と再編 
項目 内容 １５年度 １６年度 １７年度 

(1)オアシス事業

場の普及 

①「オアシス事業場」の普及 

 

実施 

 

 → 

 

 → 

 

(2)会員へのアシ

スト事業の強化 

①東京都ディーゼル車規制への対応 

②ディーゼル黒煙低減装置・スピードリミッターの情報提供 

③排ガス測定器の自主校正化 

④認証指定指導業務の有料化 

⑤リサイクル法の施行に伴う使用過程車のリサイクル券発行支

援 

⑥騒音計の移動検定 

□リサイクル料金預託窓口の設置検討 

□支部毎に「指定工場部会」を設置し、指定整備事業の適正化

を図る 

□会員事業場におけるＩＴ導入アシスト 

□ＩＳＯ取得相談業務 

□整備士人材バンクの事業化 

実施 

実施 

実施 

実施 

研究 

実施 

研究 

実施 

 

実施 

研究 

研究 

 → 

 → 

 → 

 → 

実施 

 → 

実施 

 → 

 

 → 

実施 

実施 

 → 

 → 

 → 

 → 

 → 

 → 

 → 

 → 

 

 → 

 → 

 → 

(3)ワンストップ

サービスへの対

応 

①ワンストップサービスへの対応 

②車検予約等の新システム導入 

③電子認証機関の取得とサービス提供検討 

□ワンストップサービスの導入に伴う「電子認証機関」の取得

とサービス提供 

■ワンストップサービスの稼動に伴う「能率割会費」等の自動

引き落とし制の導入 

実施 

実施 

研究 

研究 

 

研究 

 → 

 → 

実施 

実施 

 

 → 

 → 

 → 

 → 

 → 

 

実施 

(4)会員メリット

の強調 

①受講料等の員外料金の設定 

②会報誌の員外販売 

③会員ＩＣカードの導入 

実施 

実施 

実施 

 → 

 → 

 → 

 → 

 → 

 → 
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４． 事業基盤の強化 
項目 内容 １５年度 １６年度 １７年度 

(1)支部組織統合

再編の推進 
①定款変更に伴う「ブロック・支部運営規則」「入会金及び

会費規程」「会員規程」等の見直し検討 

②支部組織の統合再編の推進 

③二輪車工場、自家工場を対象とした「業態支部」の設置 

□組織運営の効率化、支部サービスの均質化を図るため、

「支部会員数１００以上」となるよう支部組織の統合・再

編推進 
□委員会活動の活発化による広範な角度からの諸施策の検討 

実施 

 

実施 

実施 

研究 

 

研究 

― 

 

 → 

 → 

実施 

 

実施 

― 

 

 → 

 → 

 → 

 

 → 

(2)事務局組織運

営対策 

①公益法人制度見直しに伴う会費のあり方研究 
②一般管理費の削減 
③総人件費の削減 
□会費のあり方と徴収方法の検討 
□経費削減（総人件費の抑制、一般管理費の削減） 
□事務局「一元化」の推進とスタッフの相互連携 

研究 

実施 

実施 

研究 

実施 

実施 
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 → 

 → 

実施 

 → 

 → 

 → 

 → 

 → 

 → 

 → 

 → 

 


